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機構の管理運営に係る改善策の状況等について 

 
 

平成２２年７月 

沖縄科学技術研究基盤整備機構 

 

 当機構においては、平成２０年度から２１年度にかけて実施した施設整備において、既定予

算を大幅に超過するという予算執行上の問題が生じたところです。これに対し、平成２２年３

月、内閣府独立行政法人評価委員会分科会において、改革の方向性等に係る提言を含め、

御見解をお取りまとめ頂いており、当機構は、これに沿って、管理運営体制の抜本的な強化

に向けた改善策を講じてまいりました。その概要及び取組状況は以下のとおりです。 

 なお、これらの改善策については、当機構の業務を監視する立場にある運営委員会にも報

告し、同委員会の指導・助言を得ながら、取組を進めております。 

 

 

１．組織構造の再構築 
 

改善策 取組状況 

（1） 事務事項を総括的に担

当する事務局長の配置 

・ 内閣府の協力も得て、日本の公的部門に精通し、優れたコミ

ュニケーション能力を有する者の人選を進めた結果、７月８

日付けで、専任の事務局長として高野修一氏を採用。 

・ 事務局長を機構の経営戦略の企画・立案、運営方針の策定

等を行うエグゼクティブオフィスに置き、経営層における役

割分担と情報共有を促進する。 

（2） 事務組織の再構築 ・ 本年４月、事務組織の再編を実施し、施設の整備、管理、ラ

ボの移転等の業務を担当する施設・建設部を設置。近日中

に同部部長を採用予定。 

・ 上記再編に際し、開学に向けた業務の本格化に対応するた

め、学務部を新設。 

（3） 研究部門と事務部門の

情報交換の促進 

 

・ 役員、部長・統括等の上級事務職員、主任研究者の代表（フ

ァカルティ・カウンシル議長）が出席するエグゼクティブ・コミ

ッティを毎週開催。さらに、役員、全ての課長級以上の事務

職員、主任研究者を構成員とするマネージャーズ・コミッティ

を毎月開催し、情報共有を促進。 

（4） 施設整備に係る予算検

討委員会の設置 

・ 本年４月、予算の裏付けのない入札及び設計変更が行われ

ないよう、事務局長が開催し、予算を担当する部長、課長等

を構成員に含む「OIST 施設及び建設に関する予算検討委

員会」を設置。 これまでに２回開催。 

 

２．実務レベルでの体制強化と業務改善 
 

（1） 予算課の体制強化 ・ 予算課長の配置及び業務経験のある予算課職員２名の

採用を行い、予算管理体制を強化。 

(2) 会計規程の厳格な実 ・ 予算編成方針の作成など、平成２２年度予算について、
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施 会計規程に規定された編成プロセスを遵守した。 

・ 規程に則った予算執行のプロセスについて、職員に対し

周知を図っている。 

 

３．研究環境の着実かつ効率的な整備 
 

(1) 平成 22 年度予算 ・ 国による追加的な予算措置によらずに、研究棟等の整備

を進めるため、機構の平成２２年度の年度計画予算にお

いて、運営費交付金も活用し、施設整備に計９９億円を

計上しており、今後、確定される事業内容等に応じて執

行する予定。 

(2) 研究機器の共有化及

び購入の効率化の促進 

・ 最適な研究機器の整備を行うため、共通機器、共用可能

機器、専用機器に分類し、リストを整備中。今後、共通機

器購入のルールを明確化する予定。 

・ 平成２２年８月下旬から研究資材等の一括購入制度を導

入すべく準備中。 

 
４．監事による厳格な監査の実施 
 

監事による厳格な監査の実

施 

・ 平成２２年度の監事監査では、運営費交付金及び施設整

備費補助金に係る契約及び予算の執行状況及び組織再

編の状況等について、重点的な監査を行うこととした。

（平成２２年３月２８日理事長宛通知） 

・ 平成２２年４月以降、常勤監事において、各課及び各ユ

ニットとの面談を行った。その結果を踏まえ、今年度の

監査を実施していく予定。第１回の実査を６月１７、１８日

に実施。 

 
５．内閣府との密接な連絡 
 

(1) 管理運営体制の強化等

に関する連絡協議会 

・ 本年５月以降、内閣府が定期的に開催する左記連絡協

議会において、機構の取組状況を報告し、助言及び情報

提供を得ている。 

 （開催実績） 

  ・ 第１回： ５月２０日 

  ・ 第２回： ６月２１日 

(2) 月次の予算執行状況の

報告 

 

・ 会計規程に基づき、毎月、機構内で取りまとめる予算執

行結果について、監事も確認の上、内閣府に対し報告し

ている。（同報告に係る資料は、上記協議会の場におい

て配布。） 

 
 
 なお、上記の改善策の実施と併せて、今回の事態を招いた責任にかんがみ、理事長及び理事

が、報酬月額 10％相当額の二ヶ月分を自主返納しております。 


